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海洋エネルギー研究センター 

 

 

１．はじめに  

 本センターの目的は，海洋エネルギーに関する我が国の共同利用・共同研究拠点として，海

洋エネルギーに関する研究・教育を総合的かつ学術的に行い，その研究基盤を確立するととも

に，その利用促進に貢献することにより，国際的な先導的中核研究拠点として，地球規模での

エネルギー問題と環境問題の解決に寄与することである。また，全国の研究者や学協会等から

の海洋エネルギーに関する要望に対応して，所有する海洋温度差発電関連を中心とした研究施

設と設備を開放し，国内外の研究者とともに，我が国の海洋エネルギーの学術研究を推進する

ことである。 

本センターでは, 平成 28 年度からスタートした第 3 期中期目標期間においては、海洋エネ

ルギーに関するユニークな共同利用・共同研究拠点として，従来から戦略的・重点的に推進し

てきた海洋温度差発電，波力発電に，新たに，潮流発電，洋上風力発電を加えた４つの研究分

野を重点研究開発テーマと位置づけ、活動するとともに、研究体制の整備，関連設備の充実を

図ることとしている。このため、第 3 期中期目標期スタート時（平成 28 年度）に、海洋エネ

ルギーに関する拠点としての活動に関するロードマップを策定している。平成 30 年度におい

ては, 平成 29 年度に改組した新研究体制の下に研究を行い、海洋温度差発電に関する大型研

究（JST の平成 30 年度国際科学技術共同研究推進事業 地球規模課題対応国際科学技術協力プ

ログラム：SATREPS）が採択される等の成果を得た。また、当センターに関する文科省の中

間評価に臨み、「拠点活動の継続」の認定を得た。 

 

２．特 徴  

2.1 研究組織 

昨今の海洋エネルギーに関する国内外の現状に対応して、平成 29 年度に、センターの研究

体制を図１に示すように見直した。具体的には, 拠点として従来から戦略的・重点的に推進し

てきた「海洋温度差発電」、「波力発電」に、新たに「潮流発電」、「洋上風力発電」を加えた 4

分野を重点研究開発分野と位置づけ、この分野の研究を主に専任教員が「海洋熱エネルギー部

門」と「海洋流体エネルギー部門」で行う。また、海洋エネルギーに関する周辺領域の研究を、

主に併任教員が「学際部門」で行う。研究分野の関係を図２に示す。これら 3 つの研究部門の

下に、研究体制の整備、関連設備の充実を図り、世界トップレベルの総合研究拠点を形成する。 

センターの教員は専任教員 10 名（教授 5 名、准教授 4 名、助教 1 名）、特任教授 2 名と併任

教員 12 名（教授 10 名、准教授１名、講師 1 名）から構成される。   

          

          

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 研究体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２研究分野の関係 



2.2 研究内容 

各部門での研究の概略を以下に示す。 

 

(1) 海洋熱エネルギー部門 

この部門では、温度差エネルギー分野、海水淡水化分野、海洋深層水利用分野からなる。 

この部門では，本学において約 40 年間，海洋温度差発電の基礎と応用に関する研究・教育

を行い，我が国唯一の海洋温度差発電に関する中核的な研究施設として，これまで下記のよ

うな特徴を持って，実績を積んできた。 

①  特色ある設備・施設 

佐賀県伊万里市に，全国で唯一，海洋温度差発電実験関連の多数の大型研究設備「伊

万里サテライト」を有し，海洋温度差発電や海水淡水化等に関する学術研究で多くの

学術論文を発表している。平成 26 年には、沖縄県久米島に「久米島サテライト」を開

所し，実海水を用いて，海洋温度差発電と組み合わせた海水淡水化実験も可能となっ

た。 

②  国際交流 

独立行政法人・水産大学校、韓国・釜慶大学校、韓国・海洋大学校、マレーシア工科

大学、オランダ・デルフト工科大学、フランスのレユニオン大学 PIMENT 研究所、中国・

大連理工大学海洋科学技術学院とは既に、海洋温度発電を中心とした学術交流協定を締

結し，研究・教育で国際的な連携を推進している。また、本学が学術交流協定を締結し

ているインドネシアのダルマプルサダ大学とも研究・教育で連携している。 

 

(2) 海洋流体エネルギー部門 

この部門は、波浪エネルギー分野、潮流・海流エネルギー分野、洋上風力エネルギー分野

から構成され、下記のような特徴を持っている。 

① 波力発電装置の開発 

振動水柱型の波力発電装置に用いる新型の空気タービンを開発し，このタービンを搭

載した浮体型の波力発電装置“後ろ曲げダクトブイ（振動水柱型）” を開発している。

特に、波力発電用の空気タービンについては、世界最高水準の効率（Max45%）を持つ

新型の衝動型タービンを開発して、NEDO の沿岸固定式プロジェクトでも採用され、山

形県酒田市の 15kW 発電装置において、所定の性能が確認された。 

また、浮体型の振り子式波力発電装置の開発も行っている。 

 

② 潮流発電装置の開発 

平成 26 年に，潮流発電の性能評価実験が可能な回流水槽を新設し，潮流発電に関する

実験を開始した。双方向流対応のダクトを備えた案内羽根付衝動タービンを提案し、性

能把握のための水槽実験を行い、実機の試設計を行っている。また、平成 28 年度からは、

相反転プロペラ式潮流発電の研究もスタートさせ、装置の最適設計や性能評価を行って

いる。 



 

③ 洋上風力発電装置の開発 

平成 29 年度から浮体式洋上風力発電装置の開発をスタートさせ、スパー型浮体の下部

に減揺プレートを設置した低動揺・低コストの構造形式の装置開発を行っている。 

 

(3) 学際部門 

この部門は、海洋エネルギー環境情報分野、海洋エネルギー貯蔵分野、海洋エネルギー制

御分野、海洋エネルギー物質創生分野、海洋エネルギー人材育成分野から構成され、海洋に

賦存する有用資源の回収やエネルギー貯蔵，リモートセンシングによる海洋の環境情報の取

得、エネルギーの水素貯蔵など幅広い研究･教育に、併任教員の協力を得て、取り組んでい

る。学際部門での研究は，他の 2 部門と連携しながら基礎からその応用まで多岐に亘って行

っている。学術論文も基礎から応用分野まで広範囲で，多くの研究発表を行っている。 

上記 3 部門での主要なテーマは，表 1 に示すとおりである。 

 

表 1 主要な研究テーマ 

部門 研究テーマ 

海洋熱 

エネルギー 

○海洋温度差発電システムのトータル性能の高度化 

○海洋温度差発電システムの構成機器の性能向上，特に，蒸発器，凝縮器，タービンなど 

○海水淡水化 

〇海洋深層水利用 

海洋流体 

エネルギー 

〇高効率波力発電装置の開発 

〇高性能潮流発電装置の開発 

〇浮体式洋上風力発電装置の開発 

学際 

○海洋温度差発電の複合利用としての高度化（水素製造など） 

○海洋エネルギーの水素を利用したエネルギー貯蔵 

○海洋環境の評価と保全 

○海洋資源の回収 

 

３．領域別の自己点検評価 

3.1教育の領域 

10 名の専任教員の内、7 名が教養教育１科目を担当している。各教員は理工学部の授

業科目を１～４科目担当している。大学院の授業科目は少なくとも１科目担当している。

各教員が工夫をしながら、教育効果の改善に向けて取り組み、成果を上げている。また、

学部 4 年生の卒論指導（学生数 22 名）、博士前期課程大学院生（学生数 22 名）の主指

導を行うとともに、博士後期課程大学院生（学生数 10名）については、主・副指導教員

（主指導 2 名、副指導 8 名）として研究指導を行っている。センター専任教員の主たる

任務が研究にあることを考えると教育活動も熱心に行っていると評価することが出来る。  

 

 

 



3.2研究の領域 

 (1)発表論文等 

表 2 に示すように、専任教員については、査読付き学術論文は，和文と英文を併せて

平均で、一人当たり 2.2件/年の発表（連名も含む）がある。これは、昨年と同じ値であ

る。一般講演については、一人当たり 10 件/年の発表（連名も含む）があり、昨年の一

人当たり 12.8 件に比べると少し減少している。具体的には、一般講演（英語）は、3 件

増加、一般講演（日本語）は、31 件の減少である。全体的には、各教員とも、主たる業

務である研究に熱心に取り組み、研究成果の発表に努めていると評価できる。  

 

表 2 平成 30 年度の論文・著書・学会での発表及び講演状況 

 

 

 

 

(2) 外部資金の受け入れ 

平成 30 年度の外部資金の受け入れ状況は、表 3 に示す通りで、合計 47,838 千円の外

部資金を受け入れている。これは、平成 29 年度の 43,797 千円に比べると 4,041 千円の

増加である。 

科学研究費については、専任教員 10 名の中から、平成 30 年度に基盤研究 B を 3 件、

基盤研究 C を 5 件提案し、3 件の研究テーマが採択された（新規採択 1 件、継続採択 2

件）。採択率は 12.5%である。採択された科学研究費区分は、基盤研究 B：１件、基盤研

究 C：2件であり、金額的には昨年度の金額 3,380千円を上回っている。今後は、基盤研

究 B以上の大型の科学研究費への挑戦も含め、新規採択率を上げることが課題である。 

 

表 3 平成 30年度の外部資金受け入れ状況 

          

 

 

 

 

 

3.3 主な研究成果 

平成 30 年度におけるセンターでの主な研究成果は以下の通りである。 

 

a) 海洋温度発電関係 

・沖縄県と共に、沖縄県海洋深層水研究所にある 100kW 海洋温度差発電実証試験装置

（沖縄県所有）を用いた研究を継続した。また、海洋温度差発電に用いる 2 段ランキ

ンサイクルの性能向上のための実験及び性能評価法の開発も継続実施した。これらの



成果を用いて、新しい海洋温度差発電の最適設計手法を構築に着手した。 

・JST の SATREPS に、本センターとマレーシア工科大学が中心となり、海洋温度差発

電に関する研究を申請し採択された。この研究では、従来の海洋温度差発電(OTEC) 

プラントの蒸発器に流入する温海水として、別途設置した淡水化プラントから得られ

る温海水を用いるハイブリッド OTEC の核心技術を確立する。予算は平成 30 年度か

ら、5 年間で総額 4.7 億円。JST 負担分：1.7 億円（間接経費込）、JICA 負担分：3

億円（間接経費なし）本年度は、マレーシア工科大学と建設予定地の調整と来年度の

研究計画を作成した。 

・海洋温度差発電に用いる蒸発器の高性能化を目指し、新たな伝熱材料や構造を有する

基礎モデルを製作し、流れの可視化実験、伝熱実験を継続した。また、海洋温度差発

電の複合利用の一つである海水淡水化装置用の凝縮器についても高性能化を目指し

た伝熱性能試験を実施した。 

 

b) 波力発電関係 

・固定式振動水柱型波力発電装置のカーテンウォール形状、空気室形状等を変化させ、

波パワーから空気パワーへの変換効率（一次変換効率）、タービン効率、総合効率等を

水槽実験において計測して、発電効率の向上方策の基礎データを得た。また、タービ

ン、発電機等の 2 次変換装置の模型実験を行い、装置の最適化制御に関する研究を実

施した。さらに、空気タービンの性能向上のための風洞実験も実施した。 

・波力発電装置や浮体式洋上風力発電装置の発電性能解析のベースになる高精度の 2 次

元渦法を用いた波浪中粘性流体解析法を新しく開発した。この計算法を用いて、セン

ターで開発中の浮体式の振動水柱型波力発電装置”後ろ曲げダクトブイ”の浮体形状

の最適化計算を行うとともに、実海域での装置の最適設計を目的に、この計算法を 3

次元解析法への拡張に向けた研究を実施した。 

・浮体型の振り子式波力発電装置の開発研究を実施した。センターで開発した 2 次元渦

法を用いた波浪中粘性流体解析をベースにした性能解析法の開発研究を実施した。ま

た、油圧システムを用いた 2 次変換装置に関する実験と数値解析を実施した。 

 

   c) 潮流発電 

・センター教員が発明した相反転方式潮流発電装置に関して、更なる効率向上を目指す

とともに、プロペラ出力に対する偏流の影響、海中騒音を把握した。また、回転トル

クの反力がない利点を生かして、1 本の索で係留するときの発電装置の姿勢をウイング

レットで安定させる新たな方法を提案した。 

・相反転方式潮流発電装置に関して，佐賀県から「実証フィールドにおける実証試験実

施可能性調査事業」の研究委託を受けた。浮体式の潮流発電装置に関する水槽実験を、

平成 30 年 12 月に、九州大学応用力学研究所の大型曳航水槽で実施し、波浪による浮

体運動が発電性能に及ぼす影響を調べた。 

・衝動タービンを利用した双方向型潮流発電装置のタービン出力増大を意図した旋回集



流装置を設計するため、数値解析を実施した。解析結果から，タービントルクをもた

らすための十分な入口角運動量が旋回集流装置により確保され，衝動タービン前後の

案内羽根を不要とする衝動タービンシステムが可能であることが見出された。また入

口角運動量を最大にする旋回案内羽根形状を決定した。 

 

d) 洋上風力発電 

・新形式の低コスト構造を持つ洋上風力発電用浮体（トラス・スパー型）の更なる性能

向上を目指し、水槽実験を実施した。新たに導入した送風装置を造波水槽の上部に設

置して、風と波作用下での浮体の動揺実験、新形式スパーの下部を構成する減揺プレ

ートの流体力に関する要素実験も実施した。その結果、動揺低減効果の高い減揺プレ

ートの形状等が明らかになった。 

 

e) 水素エネルギーの貯蔵関係 

・民間企業との共同研究を通して、水素吸蔵合金カラム内の水素充填層内の水素の流動

抵抗特性、水素吸蔵時の水素吸蔵合金の熱物質の計測を継続して実施した。 

 

 以上のように、十分な研究成果が得られている。 

 

3.4 国際貢献・社会貢献の領域 

(1)国際貢献 

・教育と研究に関する協力協定を締結している中国の大連理工大学と、3件の共同研究（①

海洋温度差発用のプレート式熱交換器周りの流れ、②波力発電、③洋上風力発電）を実

施した。 

・イタリアのキャンパス・バイオメディコ・ローマ大学から海洋温度差発電に関する研

究を受け入れるとともに、研究を実施するため、同大学の修士課程学生を、インターン

シップ（2018 年 9 月～2019 年 1 月末）を兼ねた共同研究者として受け入れ、伊万里サ

テライトで「海洋温度差発電と淡水化に関する研究」の研究を支援し、国際的な人材育

成に取り組んだ。 

・当センターが研究協力協定を締結しているマレーシア工科大学海洋温度差研究センタ

ーと「マレーシアにおける海洋温度差発電の最適化」に関する共同研究を実施した。 

・IEC/TC114において、海洋エネルギーに関する基準策定プロジェクトに、本センターか

ら 3 名が日本代表委員として参加し、波力発電、潮流発電、海洋温度差発電等の基準

策定に努めた。平成 27年度からは、日本国内委員会の委員長もセンター教員が継続し

て務めている。 

・IEA-OES（国際エネルギー機関海洋エネルギー実施委員会）のもと７か国共同で、佐賀

大学がリーダとなり、海洋温度差発電の共同研究 TASKを実施した。 

・毎年実施している日韓若手研究者セミナーを韓国・釜慶大学校で実施。参加大学：韓

国海洋大学、釜慶大学校、木浦海洋大学、水産大学校、佐賀大学。参加者数：46名（平



成 30年 10月 19日～20日） 

・第 5回 若手研究者のための海洋エネルギーに関する国際プラットフォーム人材育成事

業 2018を伊万里サテライトで実施した（平成 30年 11月 26日～12月 1日）。アメリカ，

イギリス，イタリア,イラン，インド，インドネシア，エジプト，オランダ，韓国，ギ

リシャ，スペイン,タイ，中国，ドイツ，パラオ，フランス，ポルトガル，マレーシア，

日本の 19か国から 27人の研修生が参加した。なお本事業は，一部，ＪＳＴの「日本・

アジア青少年サイエンス交流計画」（「さくらサイエンスプラン」）の支援を得た。19か

国から 27名の若手研究者が参加。専門家による特別講義、若手研究者全員による研究

プレゼンテーション、海洋エネルギー関連企業の見学を実施。 

 

(2)社会貢献 

  ・我が国唯一の海洋エネルギーに関する学会機構である「海洋エネルギー資源利用推進

機構（OEAJ）」の事務局や分科会の会長等の役割を担い、具体的な開発プロジェクト

等の推進を通じた関連研究者コミュニティとの連携強化へ貢献した。 

・平成 26年 7月に国から認定された「海洋温度差発電実証フィールド」（沖縄県久米島

町）及び「潮流発電及び洋上風力発電の実証フィールド」（佐賀県唐津市加部島沖）

の推進に協力・貢献している。特に、平成 27年 12月に設立された佐賀県海洋エネル

ギー産業クラスター研究会（J☆SCRUM）の運営や、佐賀県唐津市加部島沖の実証フィ

ールド運営のために設立された特定非営利活動法人 MATSRAの運営に協力している。 

・佐賀県や伊万里市との連携の強化を，長年，図っている。現在，本センターの伊万里

サテライトが位置する佐賀県伊万里市は，国から構造改革特区「伊万里サステイナブ

ル・フロンティア知的特区」の認定を受けており，当該地区の研究集積と産業集積に

貢献している。 

・佐賀大学、佐賀県伊万里市、沖縄県久米島町の３者間で、海洋温度差発電に関連した

研究環境の強化（規制緩和など）、実証フィールドの連携運営及び人材交流等の地域

活性化を目的とした連携協定を締結している(H28年 7 月 14 日)。平成 30年度は、久

米島町と伊万里市の小学生交流授業（平成 30年 11 月 1 日、93名参加）を実施した。

伊万里市×久米島町のコラボ商品（伊万里焼ボトル詰め泡盛「刻楽（きざらく）」の

販売が開始された（平成 31年 1月 25日）。 

 

3.5 組織運営の領域 

センターの施設は、佐賀市にあるセンター本部、伊万里市にある伊万里サテライト、

沖縄県久米島町にある久米島サテライトにある。職員が常駐しているセンター本部と伊

万里サテライトに関しては、テレビ会議などの導入によってより円滑な組織の運営を行

っている。 

          



 

 

図 3 センターの施設 

 

3.6 施設の領域 

   以下のセンター所有の装置及びスーパーコンピュータを用いて、センターでの研究と

共同利用研究を実施した。 

 

   (1)海洋温度差発電関係 

       ・30kW海洋温度差発電基礎実験装置  

・海水淡水化基礎実験装置。造水量 10トン/日（最大） 

・プレート式熱交換器基礎実験装置 

・小型プレート流動可視化実験装置 

・海洋温度差発電模擬実験装置（教育用） 

・海洋深層水環境実験装置（6層式回流水槽） 

・リチウム回収基礎実験装置（海水流量 10㎥ /日） 

 

(2)海洋流体エネルギー関係 

       ・海洋流体エネルギー実証試験水槽（2次元造波水槽） 

 ・強制動揺装置 

 ・PIV計測装置 

 ・回流水槽（平成 26年度に新規導入） 

   

(3)水素関係 

       ・燃料電池基礎実験装置 

 ・水素貯蔵基礎実験装置 

 

(4)化学分析機器 

       ・シーケンシャル型高周波プラズマ発光装置 

 ・イオンクロマトグラフ 

 ・ガスクロマトグラフ質量分析計 

 ・全有機炭素窒素分析計 

     ・分光光度計 



 ・色度／濁度計 

       ・光学顕微鏡、走査電子顕微鏡、ほか 

 

            

 

        

    

図 4 センター所有の大型実験装置 

 

3.7 共同利用・共同研究拠点としての領域 

 (1) 共同利用・共同研究拠点としての活動 

    以下のような活動を実施した. 

 

・海洋エネルギーに関する共同利用・共同研究拠点として、国内外の大学や公的研究機関

から 59 件（文科省の共同利用・共同研究拠点に関する中間評価期間の最終年度である

平成 29年度の 70件に比べ 11件の減少）の共同研究を受け入れ、支援した。 

・海洋エネルギーシンポジウム(講演 13 件、参加者 63 名)を、本庄キャンパス(菱の実会

館)で開催した（平成 30年 8月 30日）。 

・前年度に受け入れ実施した共同利用研究に関する成果発表会（11 件、参加者 57 名）を

本庄キャンパス(菱の実会館)で実施した（平成 30年 8月 31日）。 

・海洋エネルギーに関する国際セミナー（参加者 48名）を、伊万里サテライトで開催し 

た（平成 31年 3月 4日）。海洋エネルギーに関する国内外の専門家（インド、米国、日 

本）3名を招聘した。 

・センターの平成 30 年度成果発表会（講演 10 件、参加者 36 名）を、伊万里サテライト

で実施した（平成 31年 3月 5日）。 

・佐賀大学、韓国海洋大学、韓国釜慶大学、木浦海洋大学校、水産大学の 5大学で、海洋

エネルギーに関する学術交流と若手研究者の教育を主な目的とした国際共同セミナー

を韓国釜山の釜慶大学で実施した（平成 30年 10月 19日～20日、参加者：46名、講演

12件、ポスター発表:10件）。 

・若手研究者のための海洋エネルギーに関する国際プラットフォーム人材育成事業 2018

海洋温度差発電実験装置 海水淡水化実験装置 2 次元造波水槽 

回流水槽 海洋成層回流水槽 リチウム回収装置 



を、センターの伊万里サテライトで実施した（11 月 26 日(月)～12 月 1 日(土)）。科学

技術振興機構の「日本･アジア青少年サイエンス交流事業」と合同で実施した。国内外、

19 か国から 27 名の若手研究者が参加した。専門家による特別講義：5 件、若手研究者

全員による研究プレゼンテーション、グループ討論、海洋エネルギー関連企業の見学（三

菱重工業、名村造船所、福岡地区水道企業団 海水淡水化センター）、参加者全員による

本事業参加の感想と今後の抱負に関するプレゼンテーション等を実施した。 

・毎年実施している伊万里サテライトの実験施設を公開するオープンラボを、平成 30年 7

月 14日（土）に開催した（参加者 153名）。 

 

(2) 共同利用研究で受入れた主な研究 

  共同利用研究として、59 件を受け入れ支援した。以下に、特色のある共同研究活動を

示す。 

 

a)海洋温度差発電とその複合利用 

海洋温度差発電とその複合利用（海水深層水の冷熱、食品、水産への利用、海水の淡水

化）に関連する、世界にも例のない大型実験設備（●伊万里サテライトに所有：海洋温度

差発電関連の 30kW 発電装置、プレート式熱交換器基礎実験装置、海水淡水化装置など各

種実験装置、各種分析機器、●久米島サテライト：実海水を用いた海水淡水化実験装置）

を、共同利用・共同研究のために公開して、広く研究者の利用に供している。 

平成 30 年度においては、海洋温度差発電に関連して、熱交換器の性能向上、新しい 2 段

ランキンサイクルの性能評価法、プラントの遠隔監視システム、船型形状を持つ洋上浮体

型の海洋温度差発電プラットフォーム等について、国内から 16 件の共同利用・共同研究を

受け入れた。また、中国、イタリアから海洋温度差発電関連の共同利用・共同研究を 2 件

受け入れた。  

 

b)海洋温度差発電のポテンシャル調査 

  海洋温度差発電の適地選定には、設置予定海域の水温の深さ方向分布や複合利用として

の水質分析が必要となるため、独立行政法人水産大学校と共同で、沖ノ鳥島、沖縄県久米

島、対馬等の周辺海域を、水産大学校の練習船を用いて長期に亘り、継続して、水質計測

を実施している。 

 平成 30 年度は、海洋温度差発電のポテンシャル調査に関して、3 件の共同利用・共同研

究を受け入れた。特に、政府から「海洋温度差発電実証フィールド」として認定され、現

在、沖縄県の 100kW 海洋温度差発電プラントが稼働している沖縄県久米島近海について、

平成 30 年度も引き続き、本拠点の久米島サテライトの東方海域の海域調査（調査項目：

水深、海水の塩分、水温、栄養塩類等）を行い、考察を加えた。これらの結果は、稼働中

の発電プラントの運転や今後予定されている大型の海洋温度差発電プラントの建設計画

に生かされている。また、南西諸島における海洋温度差発電の適地マッピングに関する研

究から、沖縄本島以南の海域とトカラ海峡付近も海面と深海の海水の温度差も 18°C の温



度差があり、海洋温度差発電に適していることがわかった。 

 

c)波力発電装置（振動水柱型）の開発 

 台風等の来襲が多い我が国で、最も安全性が高いとされる振動水柱型装置（波のエネルギ

ーで空気タービンを回して発電する方式）について、精力的に研究を行っている琉球大学、

松江高専、日本大学、国立研究開発法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）との共同利用・

共同研究や各種研究プロジェクトを長期に亘り実施している。 

 平成 30 年度は、これらの 4 研究機関に、横浜国立大学、九州大学、長崎大学、大分大学、

米子高専も加え、振動水柱型波力発電装置のエネルギー変換過程の高効率化、最適設計手

法等、に関する 8 件の研究を受け入れて実施した。特に、佐賀大学で所有している空気タ

ービン性能評価のための風洞設備や造波水槽端部に設置した振動水柱型波力発電の発電実

験装置を用いて、新型の空気タービンの提案や波パワーから空気パワーへの変換効率向上

策の提案、タービンから発生する空気音の低減方策等が提案された。 

 

d)潮流発電 

   平成 30 年度は、潮流発電に関する 9 件の共同利用・共同研究を受け入れ支援した。特

に、先に、佐賀大学、早稲田大学、複数の民間会社が共同で実施した NEDO の大型潮流

発電プロジェクト（固定式の相反転プロペラ方式潮流発電装置の開発）に関連して、装置

の設置コストを下げるために係留された浮体型装置に関する実験や、タービンの翼、ロー

タ系に関する流体励振力と疲労強度の評価に関する研究等を行った。 

 また、潮流発電に用いる鉛直軸型ダリウス水車に関しても、数値解析法を用いて性能評価

を行うとともに、タービン効率向上のためにランナ内の流れを変化させる方法等の研究を

行った。 

 

e)洋上風力発電 

   平成 30 年度は、洋上風力発電に関する 5 件の共同利用・共同研究を受け入れ支援した。

特に、浮体式の洋上風力発電設計の課題とされているネガティブダンピング（風車の制御

系と浮体動揺の連成を原因とする浮体の不安定現象）対策に関する研究では、振動操作関

数を用いた風車翼の個別ピッチ制御による方法が提案され、数値シミュレーションの結果、

この方法が有効なことが判明した。また、浮体式風車の動揺を予測するために、粒子法の

一つである SPH 法を用いて、数値計算を行う方法も実施された。さらに、系統連携のた

めの水中ケーブルに関して、流れの中での横振動現象に関する基礎的な研究も実施された。 

 

f)海洋に存在する有用資源の利用に関する研究 

 平成 30 年度は、海洋に存在するリチウム、微生物等の有用資源の利用に関する 6 件の共

同利用・共同研究を受け入れ支援した。特に、海洋深層水に含まれる有用微生物探索に関

する研究では、伊豆赤沢と久米島の海洋深層水から得られた生理活性物質生産菌 252 株の

内、伊豆赤沢の１株の培養上清から 3 種の化合物が得られたが、その中の 1 つが新種であ



ることが判明したため、Akazamich と命名された。この化合物は新規の抗癌物質であるこ

とがわかった。 

  また、安価で簡易な脱塩プロセスの構築を目指し、天然資源を用いた簡易脱塩材の開発

を試みられた。農業利用を加味して NH4 型ゼオライトと焼成ハイドロタルサイトの混合物

を用いて海水処理を行った結果，混合比 1：1 の脱塩材を用いて塩分濃度を 1％以下に減少

できることを確認できた。 

   

共同利用研究の受け入れに関しては、平成 30 年度は、59 件の共同研究を受け入れた。これ

は、平成 29 年度の 70 件に比べると 11 件の減少であるが、59 件の共同利用受け入れに対して

も、円滑に運営するためには，10 名の専任教員体制では，十分とは言い難い状況で，専任教

員の過剰な労働状況となっている。 

 

以上、領域別の自己点検評価をまとめると、海洋エネルギー研究センターとしては，各分野

に亘って十分な成果を上げていると考えられる。 

 

４．文科省の中間評価 

 平成 30 年度に、当センターの共同利用・共同研究拠点としての活動に対する文科省の中間

評価が実施され、「拠点活動の継続」の認定を勝ち取ることができた。しかしながら、全体評

価結果を示した図５、観点ごとの評価を示した図６からわかるように、当センターに関して、

以下に示すような課題が指摘されている。 

 

①活動状況 

久米島における海洋温度差発電実証実験などの活動は活発であり、公開講座も積極的に開

催しているが、施設利用は学内に偏っている。 

②活動の成果 

拠点の規模に相応しい数の成果論文が発表されている。しかし、論文の約半数は国内誌に

掲載されており、国際的水準にあるとは言えない。 

③今後の方向性 

社会的要請に基づいた実用化を目指す研究開発を指向しているように見受けられるが、拠

点の規模に応じた資源の集中化等を検討することが望まれる。 

 

 上記の課題は、当センターの共同利用・共同拠点としての活動に対する評価である。これら

の課題については、今後、その内容を検討し、対策を実施することにより、令和 3 年度（2021

年度）に実施される文科省の期末評価においても、「拠点活動の継続」の認定を勝ち取る予定

である。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図５ 文科省の中間評価（全体評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図６ 文科省の中間評価（観点ごとの評価） 
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 理事（企画・総務・財務担当） 殿 

 

 

 

 

海洋エネルギー研究センター長 

池 上  康 之 

（公 印 省 略） 

 

 

平成30年度部局等評価検証結果報告書について 

 

 

このことについて、別紙のとおり報告しますので、よろしくお願いします。 



 

 

佐賀大学海洋エネルギー研究センター外部評価 

 

 

 

 

１．評価の実施期間 2020 年 3 月 6 日～4 月 2 日 

 

２．外部評価委員  東京大学名誉教授 木下 健 

 

３．評価検証結果報告書 別紙のとおり 

 

４．その他 佐賀大学海洋エネルギー研究センター自己点検・評価報告書（平成 30 年度） 



1

国立大学法人佐賀大学海洋エネルギー研究センター

自己点検評価報告書 (平成 30年度)に対する評価・検証

平成 30年度佐賀大学海洋エネルギー研究センター 自己点検評価報告書評価につ

いて

検証者 所属

_氏名

検証日 令和 2年 4月

1.評価手法  (O適切であつた・改善すべき点があつた)

意見 口具体的改善点など

客観的事実に基づき、実施者の立場か らの自己点検評価 として適切 と認めら

れる。

2.評価基準  (適切であつた・O改善すべき点があった)

意見・具体的改善点など

文科省の中間評価を受けた上での自己点検評価の基準 としては、国内他機関

との連携、国際連携、成果の国際的水準、資源の集中化についての評価基準を、

センター自身の考えも含めて加えても良かったのではないで しょうか。

3.評価の妥当性  (O妥当である・妥当でない点がある)

意見 ″具体的改善点など

2.に述べた部分も、全体 としては読み取れ評価は妥当と思 うが、センター

自身の方向性をより明確に打ち出し、自己点検評価 しても良いように思 う。

その他

限られた人員で、海洋エネルギー利用研究の学術的側面の中心として、特に

国内,国勝の研寄
六いに評価される

司尋■品ティ予盛の中心と幅マ各くべ々 や`ざる存在として、
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